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市全体 604,133 126,977 21.0％
１丁目 3,771 791 21.0％
２丁目 2,853 795 27.9％
６丁目 3,630 651 17.9％
表２　回答者の概要
性別 （人） 独居年数 （人）
男 2人 ３年未満 2
女 41人 ５年未満 7
年齢（歳） （人） 10年未満 4
65～69 0 20年未満 15
70～74 3 20年以上 13
75～79 10 無回答 2
80～84 19 20年以上の人の平均年数 34年
85～ 11 配偶者 （人）
平均年齢 82歳 死亡 41
年齢幅 73～93歳 いない（結婚歴なし） 2
表３　住居形態と所有形態
１ 公営住宅 29 集合住宅
30２ 持家アパート 1














































子どもの数 回答者数 № 団地内 隣接地域 市内 県内 県外 死亡 不明
5 人 2 1 2 3
2 2 3
4 人 3 1 1 1 2
2 2 1 1
3 2 2
3 人 11 1 1 2






8 1 1 1
9 1 1 1
10 3
11 3





















いない 4 合計 8 7 21 11 42 1 1
無回答 2
合　計 43 ：県内のみ ：県外のみ
図２　参加している団体、組織
－24－











































































































































































































12 1 1 2 43
－26－




































































































































1 近所の人 22人 51.2%
2 別居の子ども、親族 6人 14.0%
3 民生委員 2人 4.7%
4 自治会・町内会等の防災組織 2人 4.7%
5 いない 4人 9.3%
6 避難しない 2人 4.7%
7 管理人 1人 2.3%
8 救急車 1人 2.3%
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８人、「わからない」６人、「無回答」２人
だった（図11）。
「十分行われている」、「どちらかといえ
ば行われている」と肯定的に評価している
のは合計21人で、全体の48.8％である。一
方、「どちらかといえば不十分だと思う」
と答えた６人中、集合住宅居住者は５人、
戸建持家居住者は１人である。「ほとんど
行われていないと思う」８人中、集合住宅
居住者は５人、戸建持家居住者は３人であ
る。否定的な評価は、集合住宅居住者の
35.7％、戸建持家居住者の30.8％で、集合
住宅と戸建住宅の差は見られない。
4．まとめと考察
4-1．まとめ
　一人暮らし高齢者の生活・人的交流につ
いて、以下のことが明らかになった。
（１）公営住宅の全国的な課題であるミス
マッチの問題が、居住者の家が広すぎると
いう回答に現出している。
（２）また、手すり設置や段差解消が未整
備で困っている持家居住者がいる。
（３）全員が組織や団体に参加しており、
その数の最も多いのは５つ、最も多くの人
が所属している団体数は４つである。
（４）子どもがいる人の１／４は市外以遠
に居住している。60％近くの人は日常生活
で困っていることはないが、病気や家事、
買い物について困っている人が複数いる。
子どもはいないが、市内居住の兄弟姉妹か
ら気遣ってもらっている人もいる。
（５）「困っているときに支えてくれる人は
いない」と答えた人で近所づきあいもほと
んどなく、緊急時に助けを求める人もいな
いと答えた人でも、いざという時に子ども
の支援は可能な状況であることから、孤立
している高齢者はいない。
（６）避難所を知らない人が10人いる。避
難時に手助けを頼める人がいない、避難し
ないという人がいる一方で、近所の人を頼
りにしている人が「避難時」に51.2％、「緊
急時」に25.6％おり、地域への期待が大き
い。
（７）地域のつながりがとても必要と86％
が考えているが、現在地域のつながりがあ
ると思っている人は約75％でる。集合住宅
と戸建との関連はみられない。
（８）地域の一人暮らし高齢者や認知症等
の人々の安否確認や見守り活動への評価は
50％に満たない。
4-2．考察
避難所を知らない、家事や買い物に困っ
ている、戸建住宅でバリアフリーが未解決
であるという問題には、情報提供方法の検
討、実態把握や対策検討を地域の組織で行
い住環境整備を地域全体で努める必要があ
る。
また、日常生活の情報取得、困っている
ときの支え、避難時の手助け、緊急時の連
絡相手として近所の人々が大きく期待され
ており、地域のつながりの必要性も十分認
識されている。一方で、現実の地域のつな
がりや、安否確認・見守りはまだ十分では
ないという回答結果から、今後改めて高齢
者の生活を中心にした視点からの対策が課
題となる。
早い時期に開発された都市部の丘陵地の
住宅団地であることから、高齢者の徒歩で
の移動の困難さを始めとする地域の問題
は、他地域より早く顕在化しているといえ
る。また、調査対象者のほとんどが後期高
齢者であることから、都市部の今後の高齢
者の課題が明らかになったといえる。高齢
者の視点に立ったコミュニティの再構築が
求められる。
－29－
一人暮らし高齢者の生活を支えるコミュニティに関する研究（２）
今後、地方の過疎・高齢地域の高齢者の
生活・人的交流の実態を明らかにし、都市
部との比較を行う予定である。
注
注１）単身の高齢者世帯が広い住宅に居住し、子ど
ものいる世帯が狭い住宅に居住するという状
態で、特に居住年数が長い単身高齢者がいる
公営住宅で問題となっている。
注２）高齢者（老人）クラブ；鹿児島市では60歳か
ら加入できる。仲間づくりとして研修旅行、
誕生会、親睦会、ふれあい事業等がある。健
康の保持増進を目的とする健康教室、グラウ
ンドゴルフ、ゲートボール、行事等があり、
知識や経験を生かす目的でカラオケ、踊り、
囲碁、俳句、その他が催されている。また、
地域社会への貢献を目的に、子供の見守り
隊、友愛活動、交通安全教室、町の美化運動
等がある。（鹿児島市の HP をもとに作成）
注３）お達者クラブ
　老化等により心身の機能が低下している虚
弱者等を対象にして、身近な公民館等で絵
画・工芸等の創作を中心とした活動、レクリ
エーション及びスポーツなどを通じて、閉じ
こもりや孤立等の社会的障害の回復または予
防のための訓練を地域ボランティア等の協力
を得て行う活動。（鹿児島市社会福祉協議会
HP より）
　対象は、心や体の衰えを感じているおおむ
ね65歳以上の人。場所は、地域の公民館、福
祉館、集会場など（平成23年４月１日現在
239ヶ所が活動中）。内容は、介護予防のため
の歌唱・創作活動（折り紙、ちぎり絵など）、
健康体操（らくらく体操・お口体操など）、
健康講座（脳活性化・転倒予防・低栄養予防・
口腔機能予防など）、健康チェック、個別相
談などで、健康づくりと介護予防を目的とす
る。月２回開催で、料金は無料だが、材料費
などは実費負担。（鹿児島市の HP をもとに
作成）
参考文献
１）内閣府；平成22年度国勢調査
２）加藤玲子・古川惠子・本間俊雄：一人暮らし高
齢者の生活を支えるコミュニティに関する研究
―「M 独居老人給食会」を事例として（１）―、
南九州地域科学研究所所報、第28号、pp.25～
33, 2012
３）内閣府；平成24年版高齢社会白書
４）鹿児島県；鹿児島県住生活基本計画平成23～32
年度、平成24年度３月
５）内閣府；平成23年度 高齢者の居場所と出番に
関する事例調査結果
６）中川和樹、山崎寿一；農村地域の高齢者支援
ネットワークと居住継続に関する考察、日本建
築学会計画系論文集、第652号，pp.1449-1454, 
2010.6
７）原　拓也、石坂公一、大橋佳子；地方中核都市
における高齢者の徒歩アクセシビリティ特性か
らみた住宅地の評価、日本建築学会計画系論文
集、第635号，pp.129-135, 2009.1
８）室崎千重、重村　力、山崎義人；一人暮らし高
齢者の居住環境を支える近隣環境に関する研
究、日本建築学会計画系論文集、第631号，
pp.1907-1914, 2008.9
９）寺川優美、田中紀之、三浦　研、寺川政司；豪
雪・過疎地域における在宅高齢者の人的交流に
関する研究、日本建築学会計画系論文集、第
571号，pp.69-76, 2003.9
10）古川惠子・友清貴和；高齢・過疎地域における
高齢者の生活を支えるつきあいの広がりに関す
る研究、日本建築学会計画系論文集、第568号，
pp.77-84, 2003.6
11）古川惠子；高齢者をとりまく地域コミュニティ
と生活相互支援に関する研究、学位論文、
2003.3
12）古川惠子・友清貴和；農村地域の高齢者福祉を
視野に入れた交際関係の分布、農村計画論文集 
第３集，pp.145-150, 2001.12
13）南日本新聞；「町内会の加入率が最低」「ひとり
の時代―鹿児島で生きる」、2011.11.8
14）上野千鶴子；ケアの社会学―当事者主権の福祉
社会へ―、太田出版、p.246, 2011.8
（平成25年１月16日　受理）

